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はじめに
本稿は，ブータン王国（Kingdom of Bhutan，以下ブータン）における 1990年代前半の教育政策の













ヒマラヤの麓に位置する面積 3万 8,394km2，人口 67万 2,425人（４）の多民族国家ブータンは，「国
民総幸福」（Gross National Happiness，以下 GNH）の最大化を国家開発目標に掲げる国として近年


































Commission）の全面的指導のもとで第 1次 5ヵ年計画が開始されたのは 1961年のことであった。ブー






続く第 6次 5ヵ年計画では，1975年に隣国シッキム王国（Kingdom of Sikkim）がインドに併合された






















教育制度は 1986年に改訂され，PP（pre-primary）という 1年制の準備教育を含める 7年制の初等
教育（PP～第 6学年），2年制の前期中等教育（第 7～第 8学年），2年制の後期中等教育（第 9～第
10学年）という形式に整えられた（23）。また，ヤンチェンプー高等学校（Yangchenphu High School），
プナカ高等学校（Punakha High School）等いくつかの高等学校には，その上位に 2年制の予科（senior 
secondary education / junior college）（第 11学年～第 12学年）が設置された。資料によると，1990
年の時点でコミュニティ・スクール（community school）（24）46校，小学校 156校，中学校 21校，高






学年 PP 第1学年 第2学年 第3学年 第4学年 第5学年 第6学年 第7学年 第8学年 第9学年 第10学年
留年率 33 28 24 20 21 18 27  8 17 2 1
中退率  3  9  7  7 13 15 29 10 28 5
出典） Planning Commission, Royal Government of Bhutan （RGoB） （1991） Seventh Five Year Plan （1992–1997） 
Vol.1. Main Plan Document, Thimphu: RGoB, p. 76.
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２．第 7次 5ヵ年計画の分析


























































（spiritual and emotional wellbeing）の確保，ブータンの文化遺産及びその豊かで多様な自然資
源の保護といったものである。
ブータンの国家開発の独自性を模索していると受け取れる同視点は，後の第 9次 5ヵ年計画におけ


















らには第 5次 5ヵ年計画以降推進されている地方分権化や第 4代国王ジグメ・シンゲ・ワンチュク

































注⑴ Royal Government of Bhutan （RGoB） （2008） The Constitution of the Kingdom of Bhutan, Thimphu: RGoB, 
p. 9.
　⑵ 公立の僧院学校の就学者数は 2011年，私立の僧院学校の就学者数は 2004年の報告による。Policy and 
Planning Division, Ministry of Education （MoE） （2014） Annual Education Statistics, 2014, Thimphu: MoE, 
p. xii. 
　⑶ Ibid.
　⑷ 2005年の国勢調査による。Office of the Census Commissioner, RGoB （2006） Result of Population and 
Housing Census of Bhutan 2005, Thimphu: RGoB, p. 17.
　⑸ Bray, Mark （1994） The Costs and Financing of Primary Schooling in Bhutan, Thimphu: UNICEF, etc.
　⑹ Ueda, Akiko （2003） Culture and Modernization: From the Perspectives of Young People in Bhutan, Thimphu: 
Centre for Bhutan Studies, etc.
　⑺ Jagar Dorji （2005） Quality of Education in Bhutan: The Story of Growth and Change in the Bhutanese Education 
System, Thimphu: KMT Publisher, etc.
　⑻ Singye Namgyel （2011） Quality of Education in Bhutan: Historical and Theoretical Understanding Matters, 





　⑾ 1967年 6月に刊行が開始された新聞。2006年にブータン・タイムズ（Bhutan Times）が刊行されるまで，
約 40年に渡りブータン国内唯一の新聞として機能していた。















念として用いることとする。Ueda （2003） op. cit., pp. 124–126.
　⒁ 詳細は平山（2014c）前掲論文を参照。
　⒂ Planning Commission, RGoB （1981） Fifth Five Year Plan 1981–1987 Main Document, Thimphu: RGoB, p. 111.










 National Assembly Secretariat, RGoB （1999） Volume 5: Proceedings and Resolutions of the National Assembly from 
63rd to 68th Sessions, Thimphu: RGoB, pp. 89–90.





　� Collister, Peter & Etherton, Michael （1991） Children Actively Learning: The New Approach to Primary 
Education in Bhutan, London: VSO / IT Publications, p. 15.
　� NAPEプログラムにおいては，ゾンカ語，英語，算数以外は新設された環境教育科（environmental studies: 
EVS）に理科，社会等の内容が統合された。その導入の背景や経緯，シラバスに関しては Ibid.に詳しい。
　� それまでは，LKG（lower kindergarten）及び UKG（upper kindergarten）という 2年制の準備教育を含め




置開始の 1980年代後半には拡大教室（extended classroom: ECR）という名称が使用されており，後にコミュ
ニティ・プライマリー・スクール（community primary school: CPS）と改称された。2015年 6月現在は再度
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拡大教室という名称が使用され，基本的に第 3学年までの教育を提供している。
　� Planning Commission, RGoB （1991） Seventh Five Year Plan （1992–1997） Vol 1. Main Plan Document, 
Thimphu: RGoB, p. 73, Central Statistical Office, Planning Commission, RGoB （1991） Statistical Yearbook of 
Bhutan 1990, Thimphu: RGoB, pp. 16–17.
　� Planning Commission, RGoB （1991） op. cit., p. 72.





　� Planning Commission, RGoB （1987） op. cit., p. 38.
　� 万人のための教育世界会議では，2000年を期限とした以下の 6つの到達目標が設定された。
 ①  家族や地域社会の支援を含め，早期幼児ケア・発達活動を拡張する。とくに貧しい子どもたち，不利な
立場に置かれた子どもたち，障害を持つ子どもたちに配慮する。
 ②  2000 年までに初等教育（あるいは各国が「基礎」と考えるレベルまでの教育）へのアクセスと修了を
普遍化する。
 ③  学習成績を向上させる（教育の質の改善）。たとえば，一定の年齢層の一定の比率の者が必要とされる
学習水準に到達するようにする。
 ④  2000 年までに成人の非識字率を 1990 年の半分に削減する。特に女子の識字率を拡大する。
 ⑤  若者と成人のための基礎教育・その他の基本的な技能の訓練の機会を拡張する。プログラムの効果は
人々の行動の変化，保健・雇用・生産力への影響によって評価する。
 ⑥  マスメディア，新旧のコミュニケーション手段，社会的行動等，あらゆる教育チャンネルを通じて個人
や家族がより良い生活や健全かつ持続的な開発に必要とされる知識・技能・価値観を獲得する機会を拡
大する。
 UNESCO （1990） Framework for Action: Meeting Basic Learning Needs, Guidelines for Implementing the World 
Declaration on Education for All, p. 3. 日本語訳は斉藤泰雄（2001）「基礎教育の開発 10年間の成果と課題―ジョ
ムティエンからダカールへ―」（江原裕美編『開発と教育―国際協力と子どもたちの未来―』新評論，第Ⅲ部
第 4章）304頁による。
　� また，万人のための教育世界会議において採択された『行動のための枠組み』（Framework for Action: 
Meeting Basic Learning Needs, Guidelines for Implementing the World Declaration on Education for All）には，言
語，民族起源，政治信念等の違いによる教育へのアクセスの不平等を解消する必要性が謳われているが，第
7次 5ヵ年計画における教育政策内にそのような言及はない。UNESCO （1990） op. cit., p. 2.
　� 「国境に隣接した学校は，より便利な場所に移転される」という第 7次 5ヵ年計画内の記述は，言及はなさ
れていないが当時の南部地域の社会状況を踏まえたものであると考えられる。
　� Planning Commission, RGoB （1981） op. cit., p. 98.
　� Planning Commission, RGoB （1987） op. cit., p. 39.
　� Planning Commission, RGoB （1991） op. cit., pp. 23–25.
　� Ibid., p. 22.
　� Planning Commission, RGoB （2002） Ninth Plan Main Document （2002–2007）, Thimphu: RGoB, p. 4.
　� Planning Commission, RGoB （1987） op. cit., p. 39.
　� 第 4代国王の主張に関しては，平山雄大（2013b）「徹底検証　第 4代国王の演説・発言」（第 6回 GNH勉
強会（於：早稲田大学）発表資料，2013年 9月 21日）に詳しい。
　� Planning Commission, RGoB （1996） Eighth Five Year Plan （1997–2002） Vol.I Main Document, Thimphu: 
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RGoB, p. 181.
　� Central Statistics Organization, Ministry of Planning, RGoB （1996） Statistical Yearbook of Bhutan 1994, 
Thimphu: RGoB, p. 20.
　� Planning Commission, RGoB （1991） op. cit., p. 75.
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2000 年までに初等教育の完全普及（アクセス）を達成するために，1997 年までに就学率を 88％に上げる必















economics），国民教育（population education），環境保護と持続可能な資源利用（environmental conservation 
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and sustainable resource use），保健教育（health education）の教科書に関しては高い優先順位が付される。
後期中等教育のカリキュラムは依然改訂されていない。初等教育後の教科書の作成は第 7次 5ヵ年計画中の主
要タスクであり，英語，歴史，地理，物理，化学，生物，経済，ゾンカ語の科目の教科書が作成される予定である。
ブータン人生徒は現在，インドの修了試験（Indian Certificate for School Examination：第 10学年，Indian 
School Certificate：第 12学年）を受けている。それが中等教育の独自のカリキュラムを開始する足枷になって
いるため，教育局は 1995 年までにブータンの中等教育修了試験を導入することを計画している。そのためには










る。継続教室評価（continuous classroom assessment of pupils）の導入も，高い留年・中退率の理由の特定を
想定したものである。加えて，高い留年・中退率の原因を解明する研究が着手される。その結果は，矯正する手
段の基礎を形成する。


























40％，高等学校教員の 34％，その他の教育機関の教員の 34％（1990 年）から，第 7次 5ヵ年計画終了までに
















国立教育大学からカンルンのシェラブツェ・カレッジに移される B.Ed. 及び P.G.C.E. 課程を適応させる。同時
に，第 11学年及び第 12学年の課程はジグメ・シェルブリン高等学校（Jigme Sherubling High School），ドゥ
ゲル高等学校（Drugyel Paro High School），シェムガン高等学校（Shemgang High School），プナカ高等学校



























第 7次 5ヵ年計画中に，約 3,000 人に対して成人識字プログラムを実施する。プログラムは読み・書き・計
算といった基本的スキルの点から国民の基礎的な教育ニーズ（basic education needs）を満たすものであり，
1992 年から試行的に開始される。教育局はこのプログラムをブータン女性協会（National Women’s Association 




ザンレイ・ミュンセリン盲学校（Zangley Muenselling Blind School）は，視覚障害者に教育を提供する唯一の
学校である。障害者に教育を提供する学校は他にはない。教育局は障害者人口の規模や特徴を知るために調査を
行う。同調査に基づき，可能な限り普通学校に障害者を結びつけることを目指し，特別プログラムの開発もしく
は施設・設備の拡充を行う。また，保健サービス局（Department of Health Services）によって，障害者のため
のコミュニティ・リハビリテーション・プログラムも実行される。
表 11.4　第 7次 5ヵ年計画における教員のアウトプット （人）
教育機関／課程
1990年 1997年
在学者数 アウトプット 在学者数 アウトプット

















表 11.5　シェラブツェ・カレッジ在学者数（1990 年） （人）


























小計（学士課程） 181 22 203
合計 429 68 497
